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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

　
平成22年度第３四半期
連結累計期間

平成23年度第３四半期
連結累計期間

平成22年度

　
(自平成22年４月１日
至平成22年12月31日)

(自平成23年４月１日
至平成23年12月31日)

(自平成22年４月１日
至平成23年３月31日)

経常収益 百万円 96,895 89,483 124,328

経常利益 百万円 31,811 22,862 35,153

四半期純利益 百万円 17,242 13,248 ―

当期純利益 百万円 ― ― 18,379

四半期包括利益 百万円 △ 25,991 △ 51,145 ―

包括利益 百万円 ― ― △ 34,186

純資産額 百万円 455,985 392,560 447,806

総資産額 百万円 7,084,015 7,125,484 7,285,838

１株当たり四半期純利益金額 円 45.62 35.06 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 48.63

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 42.65 32.76 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― 45.46

自己資本比率 ％ 6.32 5.37 6.03

　

　
平成22年度第３四半期
連結会計期間

平成23年度第３四半期
連結会計期間

　
(自平成22年10月１日
至平成22年12月31日)

(自平成23年10月１日
至平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 13.93 7.65

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結

財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　平成22年度第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４　自己資本比率は、[四半期末(期末)純資産の部合計－四半期末（期末）新株予約権－四半期末(期末)少数株主

持分]を四半期末(期末)資産の部の合計で除して算出しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、平成２３年３月に発生した東日本大震災による落ち込み

から、緩やかながらも着実に回復基調をたどってきました。

　しかしながら、欧米の財政・金融危機に起因する世界経済の減速や超円高の長期化等により、先行きに

はなお不安が残る状況となっております。

このような環境の中、当行グループは経営の効率化と業績の向上に努めました結果、当第３四半期連結

累計期間の業績は次のとおりとなりました。

　
預金・譲渡性預金の当第３四半期連結会計期間末残高につきましては、個人部門では増加したものの

公共部門での減少を主因として前連結会計年度末比３７４億円減少し、６兆４,６１２億円となりまし

た。

　次に、貸出金の当第３四半期連結会計期間末残高につきましては、個人向け貸出が堅調に増加したもの

の公共貸出が減少したため前連結会計年度末比８億円減少し、３兆９,３４３億円となりました。　

さらに、有価証券の当第３四半期連結会計期間末残高につきましては、国債や地方債が増加したもの

の、株式相場の下落等による影響を受け、前連結会計年度末比３４５億円減少し、

２兆７,３１９億円となりました 。　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比１,６０３億円減少して７

兆１,２５４億円となり、純資産はその他有価証券評価差額金の減少等により前連結会計年度末比５５２

億円減少して３,９２５億円となりました。なお、株主資本につきましては、利益剰余金の増加により前連

結会計年度末比９０億円増加し、３,１７４億円となりました。　

次に、当第３四半期連結累計期間における損益状況につきましては、経常収益は有価証券利息配当金の

減少等による資金運用収益の減少や、国債等債券売却益の減少等によるその他業務収益の減少により前

年同期比７４億１２百万円減少し、８９４億８３百万円となりました。 

　また、経常費用につきましては、資金調達費用は減少したものの、株式等償却の増加を主因とするその他

経常費用の増加等により前年同期比１５億３６百万円増加し、６６６億２０百万円となりました。 

　この結果、経常利益は前年同期比８９億４９百万円減少し、２２８億６２百万円となり、四半期純利益は

前年同期比３９億９４百万円減少し、１３２億４８百万円となりました。
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当第３四半期連結累計期間のセグメント別の業績につきましては、当行グループの中心である銀行業

において、経常収益は前年同期比７３億１１百万円減少し、８３５億４５百万円となり、セグメント利益

は前年同期比９５億１６百万円減少し、２０７億２９百万円となりました。

また、その他における当第３四半期連結累計期間の経常収益は前年同期比１億５４百万円減少し、８２

億５百万円となり、セグメント利益は前年同期比５億７０百万円増加し、

２１億４４百万円となりました。　
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国内業務部門・国際業務部門別収支

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支につきましては、国内業務部門で前年同期比

４０億８２百万円減少し５７９億３９百万円、国際業務部門で前年同期比２億５４百万円減少し１９

億２１百万円、全体では前年同期比４３億３６百万円減少し５９８億６０百万円となりました。　

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収支につきましては、国内業務部門で前年同期比 

１７百万円減少し７６億７３百万円、国際業務部門で前年同期比１０百万円増加し

１億１０百万円、全体では前年同期比６百万円減少し７７億８３百万円となりました。　

当第３四半期連結累計期間のその他業務収支につきましては、国内業務部門で前年同期比 

２７億１７百万円減少し２６億４８百万円、国際業務部門で前年同期比１億４６百万円減少し

８億９７百万円、全体では前年同期比２８億６４百万円減少し３５億４６百万円となりました。　
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 62,021 2,176 64,197

当第３四半期連結累計期間 57,939 1,921 59,860

　うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 69,745 3,865

277
73,333

当第３四半期連結累計期間 63,936 3,421
144

67,213

　うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 7,723 1,689

277
9,135

当第３四半期連結累計期間 5,997 1,499
144
7,352

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 7,690 99 7,789

当第３四半期連結累計期間 7,673 110 7,783

　うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 11,997 200 12,197

当第３四半期連結累計期間 12,195 199 12,394

　うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 4,306 101 4,407

当第３四半期連結累計期間 4,521 89 4,610

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 5,365 1,044 6,410

当第３四半期連結累計期間 2,648 897 3,546

　うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 8,824 1,061 9,886

当第３四半期連結累計期間 6,904 1,003 7,908

　うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 3,458 17 3,475

当第３四半期連結累計期間 4,255 106 4,361

(注) １　「国内業務部門」は当行の国内店及び国内に本店を有する連結子会社(以下「国内連結子会社」という)の円

建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融

取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結累計期間２百万円、当第３四半期連結累計期間１

百万円）を控除して表示しております。

３　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息

であります。
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国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内業務部門で前年同期比１億９７百万円増加し

１２１億９５百万円、国際業務部門は前年同期比１百万円減少し１億９９百万円、全体で前年同期比１

億９６百万円増加し１２３億９４百万円となりました。 　

当第３四半期連結累計期間の役務取引等費用は、国内業務部門で前年同期比２億１５百万円増加し

４５億２１百万円、国際業務部門で前年同期比１２百万円減少し８９百万円、全体で前年同期比２億２

百万円増加し４６億１０百万円となりました。　
　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 11,997 200 12,197

当第３四半期連結累計期間 12,195 199 12,394

　うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 2,249 ― 2,249

当第３四半期連結累計期間 2,152 ― 2,152

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 3,399 190 3,590

当第３四半期連結累計期間 3,344 190 3,535

　うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 160 ― 160

当第３四半期連結累計期間 186 ― 186

　うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 268 ― 268

当第３四半期連結累計期間 257 ― 257

　うち保護預り・貸金庫
　業務

前第３四半期連結累計期間 273 ― 273

当第３四半期連結累計期間 297 ― 297

　うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 1,141 1 1,143

当第３四半期連結累計期間 1,189 1 1,190

　うち投資信託・保険
　販売業務

前第３四半期連結累計期間 2,381 ― 2,381

当第３四半期連結累計期間 2,413 ― 2,413

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 4,306 101 4,407

当第３四半期連結累計期間 4,521 89 4,610

　うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 573 49 623

当第３四半期連結累計期間 685 46 732

(注)　「国内業務部門」は当行の国内店及び国内連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取

引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。
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国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 5,489,622 251,828 5,741,450

当第３四半期連結会計期間 5,556,648 186,392 5,743,040

　うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 2,718,374 ― 2,718,374

当第３四半期連結会計期間 2,876,778 ― 2,876,778

　うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 2,747,378 ― 2,747,378

当第３四半期連結会計期間 2,655,028 ― 2,655,028

　うちその他
前第３四半期連結会計期間 23,870 251,828 275,698

当第３四半期連結会計期間 24,841 186,392 211,233

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 582,631 ― 582,631

当第３四半期連結会計期間 718,166 ― 718,166

総合計
前第３四半期連結会計期間 6,072,253 251,828 6,324,082

当第３四半期連結会計期間 6,274,814 186,392 6,461,207

(注) １　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　「国内業務部門」は当行の国内店の円建取引、「国際業務部門」は当行の国内店の外貨建取引であります。た

だし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

　

国内貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

貸出金残高(百万円) 構成比(％)貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 3,787,406100.00 3,934,338100.00

　製造業 654,284 17.28 686,089 17.44

　農業，林業 2,879 0.08 2,958 0.08

　漁業 48 0.00 32 0.00

　鉱業，採石業，砂利採取業 569 0.02 448 0.01

　建設業 132,681 3.50 129,418 3.29

　電気・ガス・熱供給・水道業 17,671 0.47 23,361 0.59

　情報通信業 55,650 1.47 58,547 1.49

　運輸業，郵便業 85,228 2.25 98,761 2.51

　卸売業，小売業 433,052 11.43 443,918 11.28

　金融業，保険業 98,616 2.60 96,523 2.45

　不動産業，物品賃貸業 403,247 10.65 413,231 10.50

　地方公共団体 282,827 7.47 294,250 7.48

　その他 1,620,64842.78 1,686,79542.88

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

　政府等 ― ― ― ―

　金融機関 ― ― ― ―

　その他 ― ― ― ―

合計 3,787,406―― 3,934,338――
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

わが国経済は、平成２３年３月に発生した東日本大震災による落ち込みから、緩やかながらも着実に回

復基調をたどってきました。 

　しかしながら、欧米の財政・金融危機に起因する世界経済の減速や超円高の長期化等により、先行きに

はなお不安が残る状況となっております。 

　こうしたなか、当行は中小企業等に対するコンサルティング機能を発揮して、地域経済の活性化に貢献

するなど、地域金融機関としての役割を果たし、地域密着型金融や金融円滑化のより一層の推進に努めて

まいります。

　一方、今後の金融機関を取り巻く環境は、人口や事業所数の減少、デフレの長期化とそれに伴う資金需要

の低迷などにより、マーケットはますます縮小し、競争が一段と激化することが予想されます。

　当行は平成２３年４月よりスタートした中期経営計画「パワーアップ～躍進と躍動～」(期間３年)で

掲げた施策に取組むことで、厳しい競争に勝ち抜く「力」をつけ、いかなる環境変化に対しても揺るがな

い経営基盤を構築し、経営ビジョンに掲げる『すべての地域でＮo.１の競争力を持つ「広域型地方銀

行」』を目指してまいります。

　

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 379,203,441 379,203,441

大阪証券取引所
市場第１部
東京証券取引所
市場第１部

（注）１、２

計 379,203,441 379,203,441 ― ―

(注)　１　単元株式数は1,000株であります。

　　　２　提出日現在の発行数には、平成24年２月１日から四半期報告書を提出する日までの新株予約権の行使に

　　より発行された株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 379,203 ― 42,103,734 ― 30,301,718

　
(6) 【大株主の状況】

　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   1,339,000― 単元株式数1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 375,488,000375,488単元株式数1,000株

単元未満株式 普通株式　 2,376,441― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 379,203,441― ―

総株主の議決権 ― 375,488 ―

(注) 「単元未満株式数」の欄には、当行所有の自己株式193株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京都銀行

京都市下京区烏丸通松原
上る薬師前町700番地

1,339,000 ― 1,339,0000.35

計 ―――― 1,339,000 ― 1,339,0000.35

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、

「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成23年10月

１日 至平成23年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日）に

係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

現金預け金 277,423 240,647

コールローン及び買入手形 202,666 87,562

買現先勘定 2,099 －

買入金銭債権 9,953 10,221

商品有価証券 298 353

金銭の信託 1,965 1,933

有価証券 ※2
 2,766,484

※2
 2,731,966

貸出金 ※1
 3,935,192

※1
 3,934,338

外国為替 2,576 3,079

リース債権及びリース投資資産 8,058 7,612

その他資産 33,121 56,306

有形固定資産 76,067 77,814

無形固定資産 2,437 2,238

繰延税金資産 3,165 3,018

支払承諾見返 11,942 13,046

貸倒引当金 △47,614 △44,654

資産の部合計 7,285,838 7,125,484

負債の部

預金 5,873,046 5,743,040

譲渡性預金 625,640 718,166

コールマネー及び売渡手形 13,387 13,586

売現先勘定 2,099 －

債券貸借取引受入担保金 37,481 33,403

借用金 79,505 77,578

外国為替 213 107

社債 15,000 15,000

新株予約権付社債 29,953 29,953

その他負債 68,184 54,445

退職給付引当金 22,984 23,647

睡眠預金払戻損失引当金 221 221

偶発損失引当金 997 968

繰延税金負債 57,065 9,447

再評価に係る繰延税金負債 307 311

支払承諾 11,942 13,046

負債の部合計 6,838,031 6,732,923
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

資本金 42,103 42,103

資本剰余金 30,301 30,301

利益剰余金 237,267 246,288

自己株式 △1,225 △1,237

株主資本合計 308,446 317,456

その他有価証券評価差額金 131,540 66,944

繰延ヘッジ損益 △935 △1,738

土地再評価差額金 448 562

その他の包括利益累計額合計 131,053 65,768

新株予約権 227 300

少数株主持分 8,078 9,033

純資産の部合計 447,806 392,560

負債及び純資産の部合計 7,285,838 7,125,484
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

経常収益 96,895 89,483

資金運用収益 73,333 67,213

（うち貸出金利息） 47,634 45,212

（うち有価証券利息配当金） 24,714 21,083

役務取引等収益 12,197 12,394

その他業務収益 9,886 7,908

その他経常収益 1,477 1,967

経常費用 65,083 66,620

資金調達費用 9,138 7,354

（うち預金利息） 6,202 4,483

役務取引等費用 4,407 4,610

その他業務費用 3,475 4,361

営業経費 42,735 43,821

その他経常費用 ※1
 5,326

※1
 6,471

経常利益 31,811 22,862

特別利益 19 51

固定資産処分益 1 51

償却債権取立益 17 －

特別損失 458 267

固定資産処分損 334 219

減損損失 － 47

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 123 －

税金等調整前四半期純利益 31,372 22,646

法人税、住民税及び事業税 8,893 3,027

法人税等調整額 4,399 5,387

法人税等合計 13,292 8,414

少数株主損益調整前四半期純利益 18,079 14,232

少数株主利益 837 983

四半期純利益 17,242 13,248
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 18,079 14,232

その他の包括利益 △44,071 △65,377

その他有価証券評価差額金 △43,894 △64,619

繰延ヘッジ損益 △177 △802

土地再評価差額金 44

四半期包括利益 △25,991 △51,145

親会社株主に係る四半期包括利益 △26,786 △52,106

少数株主に係る四半期包括利益 795 960
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【会計方針の変更等】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

（会計上の見積りの変更）
 １　貸倒引当金の計上基準の変更
　第２四半期連結会計期間より、貸出条件緩和債権等を有する債務者で債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額が一定額以上の債務者のうち、債権の元本の回収及
び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権についても、
キャッシュ・フロー見積法による引当を行っております。これにより、経常利益及び税金等調整前四半
期純利益は、それぞれ3,280百万円減少しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

１　税金費用の処理 　連結子会社の税金費用は、当第３四半期累計期間を含む年度の税引前当期
純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半
期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

　
【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準)
　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更
及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬
の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日)を適用しておりま
す。
  なお、「金融商品会計に関する実務指針」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号)に基づき、当
第３四半期連結累計期間の「償却債権取立益」は、「その他経常収益」に計上しておりますが、前第３四半
期連結累計期間については遡及処理を行っておりません。
(法人税率の変更等による影響)
　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成
23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関
する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始
する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに
伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.69％から、平成24年４月
１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異
については38.01％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につい
ては35.64％となります。この税率変更により、繰延税金負債は2,571百万円減少し、その他有価証券評価差
額金は5,171百万円、法人税等調整額は2,637百万円増加しております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ
ります。

破綻先債権額 10,192百万円

延滞債権額 140,245百万円

３ヵ月以上延滞債権額 35百万円

貸出条件緩和債権額 8,527百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※２　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の
保証債務の額は28,178百万円であります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ
ります。

破綻先債権額 11,714百万円

延滞債権額 125,788百万円

３ヵ月以上延滞債権額 58百万円

貸出条件緩和債権額 11,988百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※２　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の
保証債務の額は24,631百万円であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

※１　その他経常費用には、貸倒引当金繰入額2,711百万
円、貸出金償却150百万円及び株式等償却120百万円
を含んでおります。

※１　その他経常費用には、株式等償却3,676百万円及び
貸倒引当金繰入額437百万円を含んでおります。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。
　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

減価償却費 3,680百万円
　

減価償却費 3,792百万円
　

　

(株主資本等関係)

　

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

　

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,889 5.00平成22年３月31日 平成22年６月30日
その他利益
剰余金

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 1,889 5.00平成22年９月30日 平成22年12月10日
その他利益
剰余金

　
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,889 5.00平成23年３月31日 平成23年６月30日
その他利益
剰余金

平成23年11月11日
取締役会

普通株式 2,267（注）6.00平成23年９月30日 平成23年12月９日
その他利益
剰余金

（注）１株当たり配当額のうち、１円は創立70周年記念配当であります。
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(セグメント情報等)

　

【セグメント情報】

　

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

　

  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額銀行業

経常収益 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する経常収益 90,515 6,380 96,895 ― 96,895

  セグメント間の内部経常収益 341 1,979 2,320 △ 2,320 ―

計 90,856 8,359 99,216 △ 2,320 96,895

セグメント利益 30,245 1,573 31,818 △ 7 31,811

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業、リース業、

クレジットカード業等を含んでおります。

３　セグメント利益の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額銀行業

経常収益 　 　 　 　 　

  外部顧客に対する経常収益 83,246 6,236 89,483 ― 89,483

  セグメント間の内部経常収益 299 1,968 2,267 △ 2,267 ―

計 83,545 8,205 91,750 △ 2,267 89,483

セグメント利益 20,729 2,144 22,873 △ 11 22,862

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業、リース業、

クレジットカード業等を含んでおります。

３　セグメント利益の調整額△11百万円は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(有価証券関係)

　

Ⅰ　前連結会計年度

　

その他有価証券(平成23年３月31日現在)

　

　 取得原価(百万円)
連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 184,546 408,075 223,528

債券 2,026,406 2,029,849 3,442

　国債 1,096,709 1,095,038 △ 1,670

　地方債 173,956 174,955 998

　短期社債 ― ― ―

　社債 755,741 759,855 4,114

その他 331,330 324,946 △ 6,383

　外国債券 271,673 271,762 88

　その他 59,656 53,184 △ 6,472

合計 2,542,283 2,762,870 220,586
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Ⅱ　当第３四半期連結会計期間

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。

　

その他有価証券(平成23年12月31日現在)

　

　 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 180,557 279,525 98,968

債券 2,193,176 2,208,950 15,774

　国債 1,095,274 1,102,728 7,454

　地方債 282,823 286,163 3,340

　短期社債 ― ― ―

　社債 815,078 820,057 4,979

その他 250,744 239,479 △ 11,265

　外国債券 193,194 193,681 487

　その他 57,549 45,797 △ 11,752

合計 2,624,477 2,727,955 103,477

(注) 　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復

する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額とするととも

に、評価差額を当第３四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、3,676百万円（すべて株式に係るもの）であります。

　　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社の

区分毎に以下のとおり定めております。

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落

要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落

正常先
時価が取得原価に比べ50％以上下落又は、時価が取得原
価に比べ30％以上50％未満下落したもので市場価格が
一定水準以下で推移している場合等

　　なお、破綻先とは、破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営

破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは、実質的に経営破綻に陥っている発行会社であります。破綻

懸念先とは、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社、要注意先とは、今後の管理に注意を要す

る発行会社であります。正常先とは、上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、及び要注意先以外の発行会社でありま

す。
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(１株当たり情報)

　
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　 　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 円 45.62 35.06

　(算定上の基礎) 　 　 　

　　四半期純利益 百万円 17,242 13,248

　　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　　普通株式に係る四半期純利益 百万円 17,242 13,248

　　普通株式の期中平均株式数 千株 377,897 377,869

　 　 　 　

(2) 潜在株式調整後１株当たり
　　四半期純利益金額

円 42.65 32.76

　(算定上の基礎) 　 　 　

　　四半期純利益調整額 百万円 4 4

　　　うち事務手数料等
　　　(税額相当額控除後)

百万円 4 4

　　普通株式増加数 千株 26,423 26,551

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり四半期純利益金
額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変
動があったものの概要

　 ― ―

　

２ 【その他】

中間配当

平成23年11月11日開催の取締役会において、第109期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額 2,267百万円

１株当たりの中間配当金 6.00円

（注）１株当たりの中間配当金のうち、１円は創立70周年記念配当であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成24年２月８日

株式会社京都銀行

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士 　髙　　橋　　一　　浩　　㊞

業務執行社員 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士 　小　　林　　洋　　之　　㊞

業務執行社員 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士　 山　　口　　圭　　介　　㊞

業務執行社員 　

　
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会
社京都銀行の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成
23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四
半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京都銀行及び連結子会社の平成23年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

 

※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告書
提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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